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復興市街地整備事業における自治体とＵＲの役割分担
復興事業における契約の流れ



・基本的な復興まち
づくり計画を策定
します。

高台・嵩上げ市街地での居住・営業
または転出等の意向調査を行い、事
業地区毎のフレームを定めます。

・移転する高台又は嵩上げする市街地の測量、
地盤調査の後、基本設計・造成計画を策定

・自治体の住民意向調査の支援
（説明会資料作成、運営、事業説明等）

地権者への説明会や個別協議を
重ね、換地設計、補償調査・算定、
起工承諾等の企画・立案を実施

ＣＭ方式（※）等により、建設業
者に工事を発注し、工事全体の
監理・調整、検査を実施

道路・住宅用地など整備が急がれる用地から段階的に
完成させ、自治体に引渡します。

・国及び自治体からの
要請に応じ、技術的
支援の実施

区画整理審議会（女川町）

大量土搬出のため設置されたベルトコンベア（陸前高田市）

自治体が行う交付金申請、法手続
き等を支援（企画・立案等）、事業
費執行管理等）

自
治
体

Ｕ
Ｒ

薄磯地区（いわき市）
造成中の高台見学会の様子（山田町）

復興ＣＭ方式におけるＵＲの役割

・予算管理や事業工程の全体コントロールなど豊富な経験の蓄積を活かし
た事業実施

・中立性、公平性を持った立場での適正な審査

・事業に関する法制度や許認可手続き等の実施

・上記を実施するために、復興事業に多くの人員を投入
（全体で約460名のうち、市街地整備関係で約半数：H28.8現在) など

● 設計等実施及び関係機関協議
● 専門業者選定・発注・管理（工程、品質、安全管理）
● 工事費等契約・支払管理

Ｃ
Ｍ
Ｒ

必要に応じて、ＵＲからコンサルタント会社等へ
換地計画、補償、各種調査・測量業務等を発注

工事施工に関する調査・測量・設計、工事施工
を一括して復興ＣＭ方式で発注

● 工程短縮、コスト縮減検討
● オープンブックの実施
● 関連事業者との工事調整 など
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①工事施工等に係る総合調整
・計画・補償等の状況を踏まえた総合調整と適正な事業費執行管理
・多種多様な事業が重複する中での適正な事業者間調整
②工事施工等ではＣＭＲの技術力を遺憾なく発揮させるための環境整備
・地元や関係機関との協議におけるＣＭＲの先導的役割
・市街地整備事業の経験を活かしたＣＭＲへの指導・教育
・業務効率化を図るための原価管理ルールブックなど実施ツールの整備
③透明性・公正性の確保や品質確保に向けた発注者確認の徹底
・復興ＣＭ方式に関して、ＵＲ本部、事務所の二重チェック体制による専門業者
選定承諾とオープンブックを確実適正に実施

④監督権限に基づく監督、検査権限に基づく検査の実施



調査・設計費等

基本設計、換地設計
地盤調査、地形測量
実施設計
ＵＲ業務経費

地方公共団体（事業主体） ＵＲ都市機構 ＣＭＲ

復興事業における契約の流れ（福島県内の土地区画整理事業における一例）

ＵＲへ委託 ＣＭＲへ発注

専門業者等へ発注
マネジメント人件費等

【ＵＲ受託費】 【ＣＭＲ請負額】
【全体事業費】

地方公共団体実施

宅地整備費

公共施設整備費

移転等補償費

土
地
区
画
整
理
事
業

用地・建物等補償

工事施工

補償関連業務
基本設計
換地設計

実施設計
地盤調査
地形測量
工事施工

（資金計画フレーム） （内訳）

（例）

委託契約

【早期業務】
【早期業務】

【次期業務】 【次期業務】

認可申請
（地方公共団体）

認可
（都道府県知事）

現場条件の変更等

現場条件の精
度が上がったも
のから順次契約
手続き開始

公共積算に基づ
き、施工方法等を
確認のうえ価格交
渉・見積合わせ

請負契約

請負契約

ＣＭＲにおいて、条
件変更等を反映さ
せた最適設計およ
び施工計画を立案

全体事業費にフィードバック

請負工事と同様に、
条例に基づき議会承
認手続きを実施

市：150,000千円以上
町：50,000千円以上
の契約

【ＵＲが全体をコントロール】
用地・建物等補償

工事施工

建物等補償
基本設計
換地設計
地盤調査
地形測量
実施設計
ＵＲ業務経費
工事施工

・ＵＲが担っている業務実施については、必要に応じて技術者確保のための職員の増もしくは外部委託等で対応

・地方公共団体とＵＲは請負工事と同様に議会承認手続きは必要。ただし、ＵＲへの委託契約は業務全体額で契約していることから、
変更契約等の頻度は少ない。
・地方公共団体が実施する場合は、業務を纏めるなど議会手続等を踏まえた検討が必要

地方公共団体がＣＭ方式
で発注する場合の相違

4億円

（61億円）

24億円

146億円

34億円 208億円

61億円

269億円 269億円 208億円 181億円

124億円 113億円

52億円57億円

コンサルタント等
へ発注 13億円

※金額は事業途中段階
のものであり変更する
場合がある
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ＵＲ業務 14億円補償交渉、算定業務

マネジメントフィー 16億円

事
業
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等


